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1.はじめに 

近年、畜産環境問題が深刻となるなか、再生可能で生物由来の有機性資源を有効に活用することを目指し

た「バイオマス・ニッポン総合戦略」1)が策定され、家畜排せつ物は糞尿分離後、糞は堆肥として有効に活

用されるようになっている。一方、尿は生物処理された後、河川放流、農地散布されるのが一般的であるが、

地域によっては河川放流できない場合や農地を多く持たない畜産業者はその処理に苦慮している。処理水の

有効利用の観点から、処理水の循環利用は環境保全と畜産業者にとっても有効な手段になると考えられる。

しかし、循環利用にあたっては、処理水の有機物濃縮性や生物処理では色度成分を十分除去できない問題が

ある。著者らは、処理水の循環利用を目的として、畜産排水（養豚排水）を生物処理した水（以下、養豚排

水処理水）にオゾン処理を行い、脱色、有機物除去及び DOC/E260比から有機物の易分解化について報告 2)し

ている。 
本研究ではオゾン処理における有機物の易分解化に着目し、活性汚泥による易分解化された有機物の生物

分解性について実験を行ない、その結果について報告する。 
2.実験内容 

2.1 試料水 

 本実験で用いた試料水は、長期間曝気された養豚排水処理水に

オゾン注入率 130g/m3･hr で曝気（0、60、180min）し、その水を

0.45µm のメンブランフィルターでろ過した後、pH を 7 程度に調

整したものである。 

表-1 にオゾン処理における水質を示す。オゾン処理により色度

成分が 89、98%と効果的に除去され、DOC/E260比の増加から生物

分解性が向上したことがわかる。 

2.2 実験装置  

 図-1 に実験装置を示す。曝気はエアーポンプにより空気を送り、

フローメーターで空気流量を 0.3L/min に調整した。曝気槽は内径

11.6cm、高さ 28.4cm（容量 3L）であり、その中のガラスフィル

ター（球径 20mm、気泡粒径 5～10µm）で曝気を行なった。 

2.3 実験方法 

 本実験では下水処理場のオキシデーションディッチから活性汚

泥を採取し、養豚排水処理水を毎日入れ替え、7 日間の馴養を行

なった。この馴養後の活性汚泥を自然沈降させ、その活性汚泥を

上述した試料水 1500mL中に 1000mL添加し、MLSSを約 2000mg/L

に調整して実験を行なった。活性汚泥添加後の各試料水の水質は

表-2 に示した通りである。水質分析項目は pH、DOC（TOC-5000：

株式会社島津製作所）、D-CODMn、色度及び紫外部吸光度 E260

（U-1800 形レシオビーム分光光度計：株式会社日立ハイテクノロ

ジーズ）である。 

表-1 オゾン処理における水質 
 
 
 
 
 
 

表-2 活性汚泥添加における水質 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 実験装置 
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3.実験結果と考察 

 図-2 に DOC の経時変化を示す。各生物処理槽の初期 DOC

濃度はほぼ同じである。曝気時間の経過とともに各槽の DOC

濃度は低下し、42hr 以降で一定となった。このことから、各槽

において曝気 42hr 以降で生物分解できる有機物がなくなった

ことがわかる。また、表-1 に示したオゾン曝気時間 0（原水）、

60、180min の DOC/E260比の値が高い槽ほど DOC 濃度の低下が

大きく、曝気 42hr で 35、52、67%の高除去率が得られた。 

 図-3 に D-CODMn の経時変化を示す。D-CODMnは DOC と同様

に曝気 42hr 以降で一定となった。しかし、曝気 42hr での各槽

の除去率は 31、45、52%であった。 

 図-4 に紫外部吸光度 E260の経時変化を示す。オゾン処理する

ことにより、難分解性有機物を表す指標である E260は減少し、

難分解性有機物の分解がオゾン曝気時間に関係していることが

わかる。曝気時間の経過とともに各槽で E260非発現性有機物へ

と変化し、一定となった。また、初期 E260の値に関らず生物処

理できることがわかる。しかし、曝気 42hr 以降では E260の値が

一定となっていることから、それ以降、生物処理では非発現性

有機物へ変化、除去することができないと考えられる。 

 図-5 に色度の経時変化を示す。各槽全て曝気時間の経過に関

係なく、色度は一定である。オゾン処理を行った 2、3 槽で色度

が除去されないのは、生物処理では除去できない色度成分まで

分解したためだと考えられる。しかし、オゾン処理を行ってい

ない 1 槽においても色度は除去されなかった。難分解性有機物

の一部である色度は変化しなかったが、図-4 に示した E260発現

性有機物は曝気 42hr まで低下している。このことから、低下し

た E260発現性有機物は色度成分以外の難分解性有機物であり、

曝気 42hr 以降の E260の値が色度成分ではないかと考えられる。

また、色度は COD 成分の一部 3)とされているが、これも同様に

COD 成分は除去できたものの色度成分までは除去できなかっ

たことが推察される。 

 以上の結果より、オゾン処理後に生物処理することで更なる

有機物除去が期待でき、循環利用の際に起こりうる有機物の濃

縮を抑えることができると考えられる。 

おわりに 

 本研究では養豚排水処理水にオゾン処理を行い、生物分解性

についての検討を行った結果、以下の知見が得られた。

1)DOC/E260の値が高いほど DOC、D-CODMn の溶解性有機物は効率よく除去される。2)生物処理では難分解性

有機物の一部は除去できるが色度成分は除去できないことがわかった。  
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    図-2 DOC の経時変化 

 
 
 
 
 
 
 
 

    図-3 D-CODMn の経時変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図-4 E260 の経時変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

    図-5 色度の経時変化 
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